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高齢者サロンでの活動内容と味覚・口腔機能・生活圏域

の変化との関連 

1. 研究背景と目的 

わが国では少子高齢化が急速に進み、平成 29 年 10 月時点で 65 歳以上の高齢者は

27.7%を占める。長崎県の離島地域ではさらに高齢化が著しく（37.5%）、全国推計より

も 40 年早い平成 37 年度には 2.5 人に 1 人が 65 歳以上に達する見込みである。また、

離島での要介護認定率（20.4%）は全国平均（18.6%）よりも高いことから、その要因の

解明と介護予防への取り組みが急務である。 

高齢者が要介護状態に至る要因として虚弱やフレイルが注目されており、低栄養状

態と運動機能低下によりそのリスクが高くなることが知られている。高齢者の低栄養

状態には、認知症の他、加齢による摂食嚥下障害、味覚・嗅覚の低下による食事摂取量

の減少が影響することから、これらの予防が重要である(1）。 

 近年、高齢者の健康増進や自立促進を目的とした高齢者サロンが全国に広がりを見

せており、地域のつながりを促進することで、抑うつや閉じこもり、介護予防に有効

であることが報告されている。国内の報告では、サロンの主たる活動内容により主観

的健康効果に差があること(2)、近隣とのつながりがある者で摂食嚥下機能として重

要な舌圧値が高いこと(3)が示されており、欧米の報告では、定期的な身体活動が臭

覚障害の発症予防に効果的であることが示唆されている。しかしながら、高齢者サロ
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ン参加による効果として、味覚、舌の運動機能、生活圏域の変化を含めて、高齢者の

食への影響を多角的に検証した研究はない。そこで、本研究では、高齢者サロンでバ

リエーションのある活動内容（体操、レクリエーション、スクエアステップ等）を順

次普及している自治体をフィールドとし、口腔の感覚・運動機能および活動範囲の変

化を含む高齢者の食への影響についての検証を通して、高齢者サロン参加による介護

予防効果の違いを明らかにすることを目的とする。 

 

2. 方法 

◼ 研究期間： 2019年 4月～2020年 3月 31日 

◼ 調査対象： 長崎県五島市内の高齢者サロンに参加する男女者約 300人 

◼ 調査場所・方法： 

調査対象となる高齢者サロンは、市内全 38か所のうち、活動内容と地理的分布を

加味し、約半数の 20 か所（登録人数 380人）を選定した。サロン代表者から調査実

施の承認が得られた高齢者サロン 19か所の参加者（ボランティア含む）のうち、参

加同意が得られた者 264人を調査参加者とした。 

アンケートは、各サロン代表者を通じて対象者に予め配布し、訓練された調査員が

サロン訪問時に確認・回収を行った。味覚、舌圧、血圧、握力、体格の測定について

も、サロン訪問時に実施した。 

簡易味覚検査は、アドバンテック東洋株式会社の食塩含浸濾紙 ソルセイブを用

い、食塩味覚閾値判定の参考とした。本試験紙は、味覚診断用ではないものの、高血

圧予防で重要な減塩食事療法等で参考指標として用いられている。まず少し水を飲み

口を湿らしてから、食塩含浸量 0mg/cm2の濾紙を 3秒間舌に乗せて濾紙の味を確認

後、食塩含浸量 0.6mg/cm2の濾紙を同様に舌に乗せ、3秒間で何か味を感じるかテス

トを行った。通常、食塩含浸量 0.6mg/cm2の濾紙から順に、食塩含浸量の多い濾紙

（0.8、1.0、1.2、1.4、1.6 mg/cm2）を舌に乗せ、塩からいなどの答えが出るまでテ

ストする。本調査は集団に対する調査であることから、全員すべての濃度について味

を回答してもらった。回答選択肢は、味なし、甘い、苦い、塩からい、酸っぱい、そ

の他であり、正解（塩からいと回答）を 1、その他を 0点として全 6濃度の合計得点

（味覚スコア; 範囲 0～6点）を算出した。濃度が増加するほど正解率が高いことか

ら、味覚スコアが高いほど食塩味覚閾値が低い（食塩の味に敏感である）と想定でき

る。 

舌圧値は、舌圧測定器(JMS Co, TPM-01)を用いて測定した。本舌圧測定器は、細い

プラスチック製の棒の先に 2センチ程の風船型プローブがついており、この風船型プ

ローブを口の中に入れ、舌を上顎に押し付けて風船を潰す力を測定する。本研究では
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3回測定した最大の値（最大舌圧値）を分析に用いた。  

アンケートにより、年齢、性別、教育歴（小学校、中学校、高校、それ以上）、喫煙・

飲酒習慣、運動習慣、現病歴等、口腔機能関連項目（口腔機能自己チェックシート等）、

日常生活圏域（買物頻度、外出頻度）、ソーシャルネットワークの有無（家族構成、近

所、近所以外）・大きさ(4)、高齢者サロン参加頻度（週 1回以上、月 1～3回、年数回、

ほとんどない）・参加期間（年）、参加している高齢者サロンの数、コミュニケーション

活動 [笑う頻度(5)、発語頻度(6)]、心理的ストレス(7)の収集を行った。婚姻状況は、

既婚、死別、離別、未婚のいずれかを回答してもらい、分析では既婚とそれ以外に分類

した。身体活動は、通常 1日 60分以上の歩行または同程度の運動と定義されることが

多いが、本研究の対象者は高齢者であることから、1 日 30 分以上の歩行または同程度

の運動として算出した。肥満度（BMI）は、体重を身長の二乗(m2)で除して算出した。

高齢者サロン参加前と比較した生活圏域の変化は、外出頻度、外出先の数、買い物頻度

について、いずれか増えたと回答した場合に、生活圏域の変化ありとした。 

統計解析は、共分散分析およびカイ二乗分析により、従属変数のレベルごと、性・年

齢層(50–59歳, 60–69 歳, 70–79歳, 80歳以)ごとの平均値および分布を確認した。潜

在的な交絡因子を調整した線形回帰分析により、味覚スコア、最大舌圧値の標準化偏

回帰係数を計算した。モデルは以下を用いた。モデル１は性・年齢調整。モデル 2はモ

デル 1 に加え、BMI、喫煙習慣、飲酒習慣、身体活動、心理的ストレス（K6 スコア）、

口腔機能低下のリスク因子（高血圧治療中、糖尿病治療中、脳卒中既往）、ソーシャル

ネットワークの有無（婚姻状況、同居家族数、親しいご近所・ご近所以外との繋がり）

を調整した。さらに、Model3 では、最大舌圧値、味覚スコアを調整因子としてそれぞ

れのモデルに含めた。高齢者サロン参加頻度、参加期間、参加している高齢者サロンの

数（2か所以上、1か所以下）、外出頻度（買い物頻度、または買い物以外の外出頻度）

をそれらのモデルに含め、それぞれの関連を算出した。また、モデル 3 と同じ変数を

調整した多重ロジスティック回帰分析により、生活圏域の変化との関連の有無を確認

した。分析は、解析ソフト SAS 9.4（SAS Inc.）を用いた。 

 

 

 

3. 結果 

1） 性・年齢ごとの味覚スコア、最大舌圧値の平均値 

味覚スコア、最大舌圧値とも、加齢に伴い平均値が低かった（図 1,図 2）。 
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2） 高齢者サロン参加と味覚との関連 

簡易味覚検査により測定した味覚スコアは、高齢者サロンでの活動頻度が高いほ

ど、高い傾向があり（Model2）、この関連は最大舌圧値を調整しても変わらなかった

（Model 3）（図 3）。高齢者サロンの継続期間、参加している高齢者サロンの数、買い

物等の外出頻度は、味覚スコアと関連がなかった。一方、最大舌圧値が高いほど、味

覚スコアが有意に高かった（Model 3）（図 3）。 

 

 

3） 高齢者サロン参加と舌圧値との関連 

最大舌圧値は、高齢者サロンでの活動状況（参加頻度、継続期間、参加している高

齢者サロンの数）と関連がなかった（Model2, Model3）。味覚スコアが高いほど、最

大舌圧値が有意に高かった（Model 3）（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

図 2. 年齢別の最大舌圧値の平均値 

注）50 代は、舌圧測定者なし 

図 4. 最大舌圧値と高齢者サロン参加状況・ 

味覚スコアとの関連 

調整変数：性、年齢、BMI、喫煙習慣、飲酒習慣、身体活動、

心理的ストレス（K6 スコア）、口腔機能低下のリスク因子

（高血圧治療中、糖尿病治療中、脳卒中既往）、ソーシャル

ネットワークの有無（婚姻状況、同居家族数、親しいご近所・

ご近所以外との繋がり）、味覚スコア 

図 3. 味覚スコアと高齢者サロン参加状況・ 

最大舌圧値との関連 

調整変数：性、年齢、BMI、喫煙習慣、飲酒習慣、身体活動、

心理的ストレス（K6 スコア）、口腔機能低下のリスク因子

（高血圧治療中、糖尿病治療中、脳卒中既往）、ソーシャル

ネットワークの有無（婚姻状況、同居家族数、親しいご近所・

ご近所以外との繋がり）、最大舌圧値 

図 1. 年齢別の味覚スコア平均値 

注）50 代は 1 名のみであるが、参考値として掲載 
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4） 高齢者サロン参加と生活圏域の変化との関連 

高齢者サロンへの参加頻度、参加期間、参加しているサロンの数、現在の外出頻度、

最大舌圧値とも、生活圏域の変化とは関連しなかった。一方、味覚スコアが高いほど

生活圏域の変化が大きかった。 

 

 

4. 考察 

簡易測定した味覚指標と舌圧測定値を用いた本研究結果より、高齢住民において、

より高齢であるほど、舌の感覚機能、運動機能とも低下している者の割合が高いこと

が示された。高齢者サロンの参加状況との関連では、特に高齢者サロンへの参加頻度

が重要であり、舌の感覚機能の高さと関連している可能性がある。高齢者サロンの参

加状況は、最大舌圧値とは関連しなかったものの、味覚スコアと最大舌圧値が関連し

たことから、舌の感覚機能と運動機能は互いに関連があること、舌の感覚機能を保つ

ことで、舌の運動機能維持にも影響がある可能性が考えられる。 

味覚障害の確定診断には、病院での精密検査が必要であり、本邦の地域一般住民を

対象とした大規模疫学調査はほとんどない。しかしながら、2003年に実施された日本

口腔咽頭学会員 1559 名へのアンケート調査結果から、耳鼻咽喉科を受診する味覚障

害患者は約 24万人と推定され、高齢化とともに増加していることが示唆された(8)。

また米国では約 110万人が味覚に問題を抱え、臭覚障害を含む感覚障害約 320万人の

うち約 40%が 65歳以上の高齢者であったと報告されている(9)。このことから、高齢

化率が 28%超える現在、本邦の有病割合は相当程度高いと考えられる。 

味覚障害の危険因子として、米国 NHANES の調査結果では、40歳以上の参加住民

3603人のうち味覚障害有病割合は 19%であり(10)、年齢、外傷、服薬、健康状態の悪

さのみならず、社会経済指標である教育歴も味覚障害の危険因子であった。本研究で

は、教育歴は味覚スコアと関連なかったものの、社会参加の指標である高齢者サロン

参加状況が関連する傾向があった。高齢者サロンへの参加頻度の高さが味覚スコアの

高さと関連する可能性があることから、定期的な高齢者サロン参加を促すことで高齢

者の舌の感覚機能の維持につながり、高齢者の栄養状態の維持・改善に寄与する可能

性が考えられる。 

舌の運動機能の指標である舌圧値に関しては、日本の地域住民約 2000人の調査か

ら(3)、加齢とともに舌圧値が低下すること、近隣とのつながり、余暇活動があるこ

とが舌圧値の高さと関連することが報告されている。本研究では、社会参加の指標で

もある高齢者サロン参加状況や、調整項目であるソーシャルネットワークの有無は、

最大舌圧値と関連しなかった。この理由としては、先行研究では、地域健診受診者を
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対象としている一方で、本研究では、高齢者サロン参加者のみを対象としているた

め、対象者間で差が小さかったと考えられる。 

 舌の感覚機能と運動機能との関連について、味覚（味の好み・苦味）と嚥下反応と

の関連に関する報告(11)等はあるものの、食塩味覚閾値と最大舌圧値との関連につい

ては、直接比較した疫学研究はない。また、高齢者サロン(12)や社会的活動(13)への

参加についても、身体機能との関連についての報告はあるが、舌の感覚と運動両機能

との関連について、これまでほとんど検討されていない。 

 

本研究を通して、高齢者サロンへの参加頻度が、運動習慣や生活環境とは独立し

て、舌の感覚機能の高さと関連する可能性が示された。また、最大舌圧値の高さが味

覚スコアの高さと関連したことから、舌の運動機能と感覚機能は互いに影響している

可能性がある。今後、味覚に関する正確な検査指標と縦断的な研究デザインを用いた

大規模調査により、これら因果関係の検証が必要である。高齢者サロン参加による口

腔機能改善効果の更なる検証を通して、高齢者の食への影響と効果的な介護予防効果

および機序を明らかにすることができる可能性がある。 
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